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財政計画の考え方 

 

【歳入】 

 

１ 市税（将来的な税制改正の動向については考慮していない） 

（個人市民税） 

生産年齢人口 1 人当たりの納税額×推計生産年齢人口 

 ＊納税額は，平成２２年度から平成２６年度の過去 5 年間の平均。  

 

（法人市民税） 

平成 26 年度決算額×増減率（平成 26 年 4 月～8 月の納税額との平成 27

年度同期比）を平成 27 年度推計値としています。 

平成 27 年度法人税割現事業年度分推計値×税率減少分（10.9％/13.5％）

を乗じて平成 28 年度法人税割見込を推計。 

均等割は平成 27 年度推計値と同額とし，平成 28 年度推計値を算出。 

平成 28 年度推計値を平成 31 年度まで固定としています。 

＊リーマン等を挟み変動があるため 10 年の長期平均としています。 

 

（固定資産税） 

総人口 1 人当たりの納税額（H21～H25 過去 5 年平均）×推計総人口 

 ＊固定資産の評価替えによる影響があるため，5 年平均としています。 

 

（その他の税） 

 軽自動車税，市たばこ税，鉱産税，入湯税，都市計画税の各税について推計。  

 

 

２ 地方譲与税 

 自動車重量譲与税と地方揮発油譲与税の合計。ともに，平成２８年度予算額

を平成３１年度まで固定し推計。 

 



 

1725 

 

 

 

３ 各種交付金 

 利子割交付金，配当割交付金，株式等譲渡所得割交付金，地方消費税交付金，

ゴルフ場利用税交付金，自動車取得税交付金，地方特例交付金の各交付金につ

いて，過去の実績値等に基づき推計。  

 

４ 地方交付税 

 平成２９年度以降は，平成２８年度予算推計値から地方消費税増額分を推計。 

 

５ 財政調整基金 

 各年度の歳出との収支均衡を図るため，４年間で３５億円を充当。 

 

６ 特定財源 

国庫支出金，県支出金，市債（臨時財政対策債以外）等の一般財源以外の特

定財源は，各実行計画の充当財源を積算。 

 

 

【歳出】 

  

実行計画の計画額により積算しています。 

歳入計画額との収支均衡のため，平成２８年度の計画額をベースに事業費を

精査した後，義務的経費の一部を除いて，全体的に５％のシーリングをかける

ことにより，歳出規模の適正化を図っています。 

 

 

 


